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研究成果の概要（和文）：  第一に、就学督責規則の全道府県悉皆調査を実施した。第二に、収集した同規則の
うち「巡回授業及家庭教育」に関して規則上の位置付けを解明した。第三に、就学督責規則発令に伴う具体的な
地域政策の展開を明らかにした。第四に、就学督責の内実、具体的にいえば就学督責とは何だったのかという問
いに一定の回答を示したことである。
 就学督責規則は、「戒諭」「説諭」を手段としたが、民衆がそれでも就学を拒否した場合、府県は就学政策に
おける罰則の必要性を認識しながら罰則を実現することはなかった。罰則を実施すると、国民皆学の条件整備が
不可欠となる。それが不可能だからこそ督責の内実は戒諭と説諭だった、と結論付けた。

研究成果の概要（英文）： Our reserch results are as follows: First we could gather and analyze many 
rule's about responsibility of entering school all prefectures announced in early Meiji era.Second 
the real situation of that rules became clear by our studies.Third the most important points of our 
reserch results are as follows:the aims of many rule's about responsibility of entering school all 
prefectures announced in early Meiji era were by persuation rather than by penal regulations. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 1872 年「学制」後、急速に近代学校は普及
していき、そして 1900 年の第三次小学校令
による義務教育制度の法制化により、就学率
がほぼ 100％にいたるまでに驚異的に近代教
育・近代学校が普及していく。 
 従来の教育史研究では、1900 年第三次小学
校令により義務教育法制が確立し就学率が
ほぼ 100％になったことが説明されるが、そ
の基盤は必ずしも明らかにされていない。む
しろ、1879 年第一次教育令では「就学の緩和
政策」が採用され就学率は低下したとされる。
しかし申請者らは、過去 10 年にわたる「就
学告諭」研究の蓄積の中から、就学率が低下
したとされる 1870 年代から 1880 年代にかけ
ての地域の就学政策の展開に義務教育成立
の基盤が成立したという仮説をもった。これ
が研究開始当初の背景である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、中央政府の就学政策が

「勧奨政策」とされた 1870 年代から「督責

政策」に転換されたと先行研究が指摘する

1880 年代までの、中央－地方の教育行政主体

による「就学」政策の地域的展開を「就学勧

奨」と「就学督責」を軸に実証的に解明し、

近代日本における義務教育制度の急速の普

及と発展の地域的基盤の解明に迫ることが

目的である。そのための方法を要点のみ略記

しておく。①「就学督責」規則の全道府県悉

皆調査を実施し、同規則を収集・分析する。

②収集した「各府県就学督責規則」を比較分

析し考察する。③重点的道府県（北海道・青

森県・宮城県・茨城県・埼玉県・福井県・静

岡県・滋賀県・京都府・岡山県・高知県・三

重県・大分県・鹿児島県・沖縄県など）に対

する史料・実態調査を実施する。④以上の重

点地域に対し、時間の推移による「タテ軸」

（つまり一つの地域の歴史的変化）と、他地

域との比較による「ヨコ軸」（いろいろなコ

ンセプトを設定）による横断的研究を実施す

る。 

 
３．研究の方法 
「就学督責」規則の全道府県悉皆調査を実施

する。ここでの目的は、第一に、47 都道府県

の 1872 年学制発令以後各府県で出される就

学に関する通達・法令等を全て収集する。第

二に、1880 年第二次教育令・1881 年文部省

達第３号「就学督責規則起草心得」を受けて

各都道府県がどのように対応したのか「就学

督責」に関する通達・法令等を全て収集する。

第三に、各府県「就学督責規則」を時間軸お

よび多様なコンセプトに基づいて比較考察

する。第四に、重点的道府県を、北海道・青

森県・宮城県・茨城県・埼玉県・山梨県・静

岡県・福井県・石川県・滋賀県・京都府・岡

山県・高知県・三重県・大分県・鹿児島県・

沖縄県として措定し、当該地域の史料・実態

調査の上、特質を解明する。当該道府県を重

点地域と設定したのは 1870 年代にそれらの

道府が発した「就学告諭」において、非常に

強い文言を用いて就学を「強迫」したからで

ある。強い口調で「就学を勧奨」する以上、

就学に対して特別な対応政策を採用したと

考えられる。当該道府県の調査では、県教育

行政に関する第一次史料はいうまでもなく、

県教育行政に関する諸史料も特に重要な史

料となる。それらの収集と分析が必要である。 

 
４．研究成果 
 
次に、本共同研究の課題と、その課題に対
応する本共同研究の成果を具体的にまとめ
る。第一は、「就学督責規則」の全道府県悉
皆調査の実施による収集・整理および分析で
ある。われわれの調査によって、福島県と沖
縄県以外の全道府県の「就学督責規則」を収
集・分析できた。その結果、府県別の比較検
討をおこない、各府県の特徴を明らかにする
ことができた。例えば、青森県の制定した「就
学督責規則」をみると「欠席が許される事例」
に「父母自己の誕生日」とあるが、これなど
非常に特異な例である。このように、各府県
によって内容の異なる「就学督責規則」がみ
られる。 
 第二は、全国的に収集した「就学督責規則」
の整理および分析によって、特に各道府県で
大きな相違点となったのは、文部省による
「達・第三号・就学督責規則起草心得」第十
条でいう「巡回授業及家庭教育」であった。
「巡回授業」に関して、全国的な就学督責規
則上の位置付けを解明した。また、山口県を
対象として巡回授業の実態について第一次
史料をもとに明らかにし、それらを教育史学



会第 61 回大会コロキウム（於・岡山大学）
で報告した。 
 第三は、「就学督責規則」発令に伴う各道
府県の具体的な地域政策の展開である。これ
については長崎県を具体的な事例として「就
学督責規則」実施に伴い、郡段階で具体的な
規程が定められたことを明らかにした。なお
同県では、我々の調査により貧困児童に関す
る就学規程の第一次史料が複数発見された。
共同研究者の大間敏行はこの事例を教育史
学会同大会コロキウムにて報告した。 
 第四は、「就学督責」のもつ内実である。
具体的にいえば、「就学督責」とはなんだっ
たのかという問いである。文部省による
「達・第三号・就学督責規則起草心得」は、
第五条で「将来ヲ戒諭シ或ハ更ニ其筋ノ説
諭」を手段として用いた。では、この「説諭」
行為は、行政官による「督責」行為の最終段
階であったのか、それとも最終手段に至る過
渡的措置なのかという問題である。最終手段
に至る過渡的措置とは、「将来ヲ戒諭シ或ハ
更ニ其筋ノ説諭」行為のあと、それでも就学
に応じない場合には、次なる最終措置、つま
りなんらかの罰則や処罰がありえたのかと
いう点である。結論として、府県は「処分」
自体を否定しないが就学普及のための条件
整備をまずは優先課題とした。そのため府県
は処分より説諭に重点をおいた。さらに、府
県は、就学政策における罰則の必要性を認識
しながら、それを実際に行使すると、対象者
全員の就学を保障する条件整備が不可欠と
なる。その条件整備が整っていなかったから
こそ、罰則や処罰ではなく「将来ヲ戒諭シ或
ハ更ニ其筋ノ説諭」行為を最終手段とせざる
をえなかった、と結論付けた。 
この時期、府県の課題は貧困家庭への対応、
学校設備の整備であり、理念的には、一貫と
して「強促就学法」（つまり就学の法的強制）
の必要性を認めながらも、実態的には就学の
ための条件整備が整わず「勧奨」的な就学政
策を取らざるを得なかった、と結論付けた。
いわば理念と実態の齟齬である。「違警罪」
などの適用の事例もみられた（例・熊本県）
が「督責」として適用することは 1880 年代
初頭の段階ではできなかった。この時期の
「督責」とは、あくまでも「説諭と勧奨」で
あったのである。 
われわれの研究の結論として、1870 年代と
1880 年代の就学政策は、先行研究のいう「勧
奨」と「督責」として政策転換があったので
はなく、「勧奨と督責」の構造化し、その上
での連続と非連続として捉えうる、というこ
とである。 
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